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我が国の経済成長と環境問題の発生と対応
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地球

太陽

太陽起源の資源
地表で
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銅鉱石の採掘風景 現在 銅鉱石中の 銅濃度は１％以下
１トンの銅に約１００トンの鉱石が必要

この現場を見たら資源効率を高めることに反対する人はいない？
この後銅鉱石の破砕に大きな破砕機（ミル）が使用され
そのエネルギー消費量は膨大



循環型社会とは
気候変動への対応（温暖化防止）や

有害物質の拡散防止等
地球環境を保全しながら

持続可能な経済発展と遂げる社会

循環というキーワードを使うなら
自然循環と人工循環の調和



資源循環は環境にいいの？

SDGｓ RE今、現在の評価のイメージ

本日のシンポジウムの
お題

？

特に気候変動



経済成長と持続可能な開発を達成するためには、私たちが商品や資源を生産、消費する方
法を変えることで、エコロジカル・フットプリント（人間活動が環境に与える負荷を、資源の再生
産および廃棄物の浄化に必要な面積として示した数値）を早急に削減することが必要です。
全世界で最も多くの水が用いられているのは農業で、灌漑だけで人間が使用する淡水全体
の70%近くを占めています。

私たちが共有する天然資源の効率的管理と、有害廃棄物や汚染物の処理方法の改善は、こ
の目標達成に向けた重要な課題です。産業や企業、消費者に廃棄物の発生防止と再利用を
促すことも、同じく重要であるほか、開発途上国が2030年までに、より持続可能な消費パター
ンへと移行できるよう支援する必要もあります。

気候変動とその影響に立ち向かうため、緊急対策を取ることができる？

資源循環が直接
貢献すべき、
SDGｓの項目

資源循環が間接
的に貢献できる
SDGｓの項目

持続可能な消費と生産のパターンを確保する

CEは資源循環を真に環境負荷低減に資するためのマネージメントを推進



資源循環と低炭素化、エネルギー削減は両立するか？

Ｂ 従来型エネルギー使用による環境負荷

Ａ 廃棄物発生による環境負荷

廃棄物安定化・資源循環のためのエネルギー

混合プラスチック
廃電子機器
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金、銀、銅ＰＧＭ

鉱石の採掘には膨大なエ
ネルギー消費と環境負荷
発生。

都市鉱山はその膨大な廃
棄物とエネルギーを削減

混合プラスチックをナフサ
まで油化するには膨大な
エネルギーが必要で、環
境負荷がかかる。
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能エネルギーが利
用できれば、少なく
とも低炭素化は実
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の最適化



どの企業も
ESG投資を意識し、
SDGｓを大目標に置く



このようなHPは企業としてのメッセージ
であり、かつ大きな企業イメージの
向上効果を持つ
SDGｓの達成の言葉の上で
企業価値の向上を目指している

資源循環のアピール、ＳＤＧｓに向けた
行動計画は経営戦略となる
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今回の発表はEUで循環経済政策を積極的に推し進めると
の宣言
この方向性で研究開発、投資を行い、雇用創生を進める。
EUには a sustainable and environmentally‐friendly business
を成長させることができる多くの要素がある。
省資源で効率よい製品の製造、2次原料使用の促進などか
ら循環経済は雇用創生の大きく寄与する。

多くの国民の皆さんに理解していただき、国、企業間の連携
をより一層進め、本政策を実行する。

EU 循環経済のHPでの宣言



•Funding of over €650 million （約800億円）under Horizon 2020 and €5.5 billion（約
6500億円） under the structural funds;
•Actions to reduce food waste 廃棄食料の削減並びに有効利用など関する指標、な
らびに技術開発 by 2030
•できるだけ一つの市場で使えるようにするquality standards for secondary raw 
materialsの確立
•エネルギー効率、修復性、耐久性、リサイクル性を維持するためのEcodesign working 
plan for 2015‐2017の確立
•A revised Regulation on fertilisers,従来の肥料と有機肥料のバランスを考慮;
•A strategy on plastics in the circular economy,  リサイクル性、生分解性、有害物質の
添加物の排除、また海洋投棄の削減

•水の再利用の促進 適材適水 （すべてをきれいに再生しなくても使える場所に対応
して再生、雨水の直接利用なども含む）

循環経済政策の内容の概要



Resource Efficiency   and  Circular Economy 

• Decoupling economic growth from 
resource use and environmental 
degradation and creating the 
‘space’ for poor people to meet 
their basic needs will require 
producers to change design, 
production, processes and 
marketing activities. Consumers 
will also need to provide for 
environmental and social concerns 
– in addition to price, convenience 
and quality – in their consumption 
decisions.

• The circular economy represents a 
tremendous opportunity for Europe. 
With its system‐wide perspective, the 
circular economy has the potential to 
help us make better decisions about 
resource use, design out waste, 
provide added value for business, 
and proceed along a secure route to 
society‐wide prosperity and 
environmental sustainability for 
future generations. Most importantly, 
under the right rules, the circular 
economy can shift the economic mix 
to increase the number of jobs at the 
same time.UNEP leads it

Key word “Decupling”
Too Conceptual? Business Driven?



Ellen MacArthor
Founder, Ellen MacArthor Foundation

Dr.Klaus Zumwinket
Chairman, Deutsche Post Foundation

Dr.Martin R. Stuchtey
Director of the Mckinsey Center for 
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2015年 発表

同年に accentureが
Waste to Wealth を発表



EUが示したサーキュラーエコノミーの概念図
（環境省修正）
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Liner Economy System for productions



A Value Network of Actions of organizations (group organizations) 
for Circular Economy 
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リニア経済と循環経済の違い

• リニアでは基本使用してから不要物となってリサイクル

• 循環経済では 最後の不要物になるときからいかに途中
で循環させるか、その循環中にいかに新たな価値を生み
出すかを考慮して、あらかじめ製品を設計（エコデザイ
ン）ならびにシステムを構築する

• 使用の際にシェアリング、サブスクリプション等の手法、
ならびに最新のIoT、ブロックチェーン等の技術を入れ
て資源生産性最大の社会ならびにSDGｓに貢献する



サーキュラーエコノミーの標準化

• フランスのAFNORから提案

• 経産省の質問に回答という形で日本の産業界は当然反対

• はっきりいって誰が何を対応していいか、進むと何が問題かなど
の調査が行われていないので、回答できない

• 2019年 9月に賛成多数で可決

• 予想されたことであるが、提案国のフランスが議長となった

• 議長 Catherine Chevauche

(Suez, Goloval Key Account Manager Industry Markets)

仏、英、独はISO内部では常に主導権を取りあう動きをする



これまでの展開と対応

• 基本CEのISO化が始めるので、経産省内にTC323準備委員会が発足 2019年1月31日

• 今回は、フランスのスエズがしかけた？

• 循環経済もどちらかというと静脈関係部分の標準化？

• 英国、ドイツは動脈も含めたすべての産業を巻き込んだCEのイメージ

• 我が国も組織作り 現在 経産省 資源循環経済課が環境省と

協力して国内委員会発足 2019年5月10日に第1回

• 重要なポイントとしてChair Advisory Group(CAG)の設置とメンバー選出

• CAGメンバーは本来WGのコンビナーとその他投票で選出され決定

1年間AHGとして活動、その後投票で正式なWGに格上げ、AHGのアニメーターがコン
ビナーになった



WG WG 1 WG 2 WG 3 WG 4 WG 5
標題 Terminology, principles, 

frameworks and 
management system 
standard

Practical approaches to 
develop  and 
implement Circular 
Economy

Measuring and 
assessing  circularity

Circular Economy in 
practice experience 
feedback

Product circularity 
data sheet

主査 フランス/ブ
ラジル

⽇本/ルワン
ダ

オランダ フランス/ブ
ラジル

ルクセンブル
ク

作業項
⽬

ISO/WD 59004 ISO/WD 59010
ISO/DTR 
59032

ISO/WD 59020 ISO/DTR 
59031

ISO/AWI 
59040

• 議⻑・幹事国はフランス、傘下にCAGと5つのWG
• 2020年５⽉に新業務項⽬提案3件が採択されて以来、計6件が開発中

ISO/TC 323の構成

ISO/TC323 循環経済
議⻑・幹事国︓フランス

Ｐメンバー︓71か国、Ｏメンバー︓10か国、
リエゾンメンバー（TC207他14TC/SC、8機関）

Chair Advisory Group(CAG)
（議⻑諮問グループ）



■リニアなビジネスモデルを
サーキュラーに変えるには︖

■サーキュラーな事業を
⼀層拡⼤するには︖

■サステイナブル・ファイナンスを
うまく活⽤するには︖

■CEのために製品やサービスが
満たすべき条件は︖

WG 2 “Practical approaches to develop and implement circular economy”

• ⽇本主導
• CE事業を推進する企業実務者向けの実践的アプローチを提供
• 1社のみではなくネットワークとして取り組むのがカギ



WG 3 “Measuring and assessing circularity” 

• CEの計測・評価
• 異なるレベルの評価の考え⽅があることを踏まえて議論
• 測る項⽬（インプット/アウトプット）の議論が進⾏中、
いち早い意⾒発信が必要（熱回収、エネルギー回収等）

レベル 説明
地域 (Regional) 地理的領域（都市、国、国際機関等）
組織間(Inter-
organizational)

組織のグループ（業界間、企業間ネットワー
ク等）

Organization 個々の組織（企業、消費者等）
Product 単⼀の製品

(出所)The WBCSD ʻCircular Metrics, Landscape Analysisʼ of May 2018を参考に作成



WG 4 “Circular Economy in practice: experience feedback”

事例︓(株)クラダシ「KURADASHI」

•2015年2⽉からサイトを運営
•会員数約23万⼈、協賛企業数約850社
•2021年3⽉には500トン/⽉の⾷品ロスを削減
•売上⾼の1~5％が環境保全や医療・福祉サービ
スの充実など、社会課題の解決に取り組む

•団体への⽀援⾦となり、累計⽀援⾦は14団体
で6,000万円に到達

(出所) 「KURADASHI」運営︓株式会社クラダシ(代表取締役社⻑︓関藤 ⻯也)

• 特定の論点を分析、ケーススタディ・ベストプラクティスを提供
• 第1号⽂書では “Performance-based approaches”の事例を分析
（機能経済、サービス経済、PaaS（Product as a service）等が
キーワード）

• ⽇本からも事例群を紹介、1件採⽤の⾒込



WG 5︓PDCS (Product Circularity Data Sheet)

• 製品のサーキュラーエコノミーの側⾯に関する情報を報告・交換
するための⽅法論と形式を提供する標準の開発を⽬指す

• ルクセンブルク国内で先⾏している取組

(出所)ルクセンブルク経済省 “Circularity Dataset Standardization” 
(ホームページ︓https://pcds.lu/）
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動静脈一体型産業構造の構築に関する課題整理

小売業

収集業

再生業

素材
産業

材料製
造産業

部品製
造産業

セット商品
製造産業

資源産業
天然資源
人工資源

問屋・商社

資源の劣化
寡占
バーゼル条約

環境規制強化
為替変動

新素材開発
為替変動

セット産業との
連携強化
為替変動

新商品開発
為替変動

需要の多様化

消費者

不用品の処理

分別収集・廃掃法

再生用
資源量確保
再生素材の需要
為替変動

海外流出
バーゼル条約

海外流出
バーゼル条約

我が国全体の課題
エネルギー価格の高値
人口減少

処分場

立地の制限

殆どのステージで関与
それぞれの情報を
ITプラットフォーム
で結びつける

点線で結んでいるのは
同じ企業が行っている
場合かあることを示す



Internet of Things (IOT)の影響

• すべて？のものがインターネットにつながり情報が共有される？

• 便利になる？

• 新たな産業としての雇用を生じる？

• Big Dataと連携し、動脈産業側では大きな変化？

• ただ、どのように展開されるかはまだ明確ではない

• IOTの最初の適用は都市インフラ

• 特にサービス業の在り方が変わる

• 実は、このコンセプトは静脈産業に大きなインパクトがある









Circular Materials Conference 2016 Goteborg , Sweden



IOTの促進による静脈物流の変化

• 多くの“もの、Things”に個人情報が埋め込まれる

• 情報端末以外の使用後の廃製品にも多くの個人情報が含まれる

• 個人情報の保護、廃棄の際の安心を求めるために廃棄のありか
たが変わる 情報の完全管理下での廃棄が必要

• 廃家電の場合、家電リサイクル工場に入るまでの管理が重要、か
つリサイクル工場か輸送段階かどちらかで個人情報の消去が必
要になる

• 従来のような廃製品が出なくなり、パーツの状態で排出される割
合が高くなる

• 同様のことが自動車でも行われるようになる



例 工場からの発生物の質と量の管理を行うプラットフォーム
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資源制約に対してのまとめ

・現在のところは、特に中国の資源爆食がほぼなくなったことにより、資源供給
は安定している。コロナ収束を見越して資源高？が顕著になりつつある

資源の需給は常に変化しており、対応策が必要である。

・金属リサイクルの主流はやはりベースメタル

・希少元素リサイクルはマーケットが大きくないので、社会システムの在り方が
問題であり、技術は、社会システムと連携しながら進む。

・サーキュラーエコノミーを実現するために全体のサプライチェーンを考慮しなが
ら、素材、材料メーカー、部品メーカー、最終セットメーカーの連携が重要である。

・なお、資源循環は単に資源効率の向上のみならず、環境負荷物質の削減にも
大きな効果がある。プラスチックの循環使用が検討されているのはそちらの意
味合いが強い



SDGｓへの期待

・資源循環は、資源効率の向上、環境負荷物質の拡散防
止として大きな貢献を行う

・近年の最大の課題である脱炭素社会構築にも効果的で
あるが、直接的な効果は限定的になる

・EUで検討されているRE、CEの推進には注目しておく必要
であり、国としても対応を考えておくべき課題である

多くのプロジェクトが資源‐材料開発‐リサイクル込みをカ
バーする傾向がある。

例としてLiBに関して、資源開発から製造、リサイクルまで

サプライチェーン全体をカバーしている


